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◆２月いっぱいで現行の特例措置は終了予定 

新型コロナウイルス感染症に係る雇用調整助成金の

特例措置として、令和３年２月末まで日額上限額の引

上げ等がされていますが、３月以降段階的に縮減し、

５～６月にリーマンショック時並みの特例とするとの

方針が、先月８日にまとめられた総合経済対策で表明

されています。 

そして、令和３年１月末および３月末時点の感染状

況や雇用情勢が大きく悪化している場合、感染が拡大

している地域・特に業況が厳しい企業について特例を

設ける等、柔軟に対応するとされています。 

 

◆３月以降の雇用調整助成金の特例措置はどうなる？ 

参考としてリーマンショック時の主な特例措置の内

容を紹介すると、次のとおりです（実施時期にはばら

つきがあります）。 

(1) 助成率：中小企業 ４／５、大企業 ２／３（コロ

ナ特例措置では雇用を維持している場合、中小企業

10／10、大企業３／４） 

(2) 生産指標要件：最近３カ月の生産量等が直前３カ

月または前年同期と比べて原則５％以上減少（コロ

ナ特例措置では１カ月５％以上減少） 

(3) 対象被保険者：被保険者期間６カ月未満の者も助

成（コロナ特例措置では緊急雇用安定助成金により

被保険者でない労働者も助成） 

(4) 支給限度日数：３年 300 日（コロナ特例措置では

令和２年４月１日から令和３年２月末までの期間＋

１年 100 日、３年 150 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆３月以降は在籍型出向による雇用維持支援にシフト 

総合経済対策では、「産業雇用安定助成金（仮称）」

を創設し、出向元と出向先の双方を支援するとともに、

出向元企業への雇用調整助成金による支援、労働移動

支援助成金による受入れ企業への支援も引き続き実施

するとされています。 

現在従業員を休業させ雇用調整助成金を活用してい

る企業においては、上記のような変更への対応を検討

しておく必要があるでしょう。 

 

◆人手不足企業向けには新たな雇入れ助成も 

コロナ禍による離職者等で、就労経験のない職業に

就くことを希望する求職者を一定期間試行雇用する事

業主に対する賃金助成制度（トライアル雇用助成金）

を創設するとともに、紹介予定派遣を通じた正社員化

（キャリアアップ助成金）を促進するとされています。 

人手不足に悩んでいる企業においては、こうした制

度の活用による人材確保も検討してみるのもよいかも

しれません。 

 

 

◆リモートワーク、どのくらいやってるの？ 

東京商工リサーチが実施したアンケート調査（11 月

実施、有効回答 1 万 1,076 社）の結果をみると、在宅

勤務・リモートワークを「現在も実施している」企業 

 

は 30.7％にとどまり、導入後に「取りやめた」企業

リモートワークの実態は？ 

雇用調整助成金の今後について 
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は 25.4％にのぼっているとのことです。 

また、リモートワークを実施している企業について、

従業員の何割が実施しているかを尋ねたところ、割合

の大きい順に、「１割」29.80％、「２割」13.92％、「３

割」12.85％、「10 割」11.14％、「５割」10.95％という

結果でした。業務がリモートに向かないというケース

もあるのでしょうが、実態としてはこのような実施率

のようです。 

 

◆現役世代にとっての新型コロナ 

現役世代での新型コロナによる死亡率も、日本では

高くないのが実態のようです。新型コロナの死亡者の

平均年齢は79.3歳で、ほぼ男性の平均寿命（80.98歳）

と同じであり、健康寿命（男性 72.14 歳、女性 74.79

歳）との比較でみると男女とも死亡者の平均年齢のほ

うが上回っているという状況だそうです。 

http://agora-web.jp/archives/2049200.html 

経団連がコロナ対策のガイドラインを改訂し、出張

について「見合わせ」から「注意」に変更するなど、不

合理な対策は改めようという動きもある一方、まだま

だ自粛一辺倒のような空気もあります。会社が立ち行

かなくなっては元も子もありませんから、ワクチンの

開発など期待せずに、感染の現状について自社で判断

しながら、できることからやっていくしかないのでし

ょう。 

 

◆雇調金などもあるけれど…… 

前述のアンケート調査では、「１年以内に廃業を検討

する可能性がある」と回答した中小企業が 42.2％に上

っています。11 月上旬時点の調査結果なので、第 3 波

を迎えているとされる現時点では、増加している可能

性もあります。 

特例措置の期間が延長された雇用調整助成金などの

利用も、一時的には考えられますが、いつまでも頼れ

るものではありません。 

自粛継続によって経済がシュリンクし、自殺率が高

まるなど、社会的な問題も深刻となりつつあります。

医療崩壊を防ぐには、新型コロナを指定２類感染症と

している取扱いの見直しも検討が必要かもしれません。

経済回復との両立に向け、感染防止に向けた取り組み

の再点検が求められます。 

 

 

【株式会社東京商工リサーチ 第 10 回「新型コロナウイルスに

関するアンケート」調査】 

https://www.tsr-net.co.jp/news/analysis/20201125_01.html 

 

 

 

◆コロナ禍で「電話代行サービス」に注目が 

新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、多く

の企業がテレワークを導入しましたが、従業員の少な

い企業や電話対応の多い部署は、電話番をするために

出社せざるを得ないという問題が生じます。また、電

話対応は本来の業務を中断しなければならないため、

生産性が低下します。このような問題を解決するため、

「電話代行サービス」を利用する企業が増えています。 

 

◆電話代行サービスの特徴 

電話代行サービスは、秘書代行・電話秘書サービス

とも呼ばれ、オフィスにかかってきた電話に外部のオ

ペレーターが代わりに要件を聞き、本人に取り次ぎま

す。取次ぎができない場合は、電話やメールで内容を

連絡してくれます（連絡方法はサービス会社によって

異なりますが、チャット、LINE なども可能）。そのた

め、内容を記録に残すこともできます。 

また、電話応対の教育・研修を受けたオペレーター

が対応するため、企業のイメージアップにもつながり

ます。 

 

◆自社のニーズに合ったサービス会社を選ぶには？ 

 現在、電話代行サービス会社は多数あり、会社によ

って提供できるサービス内容は様々です。例えば、士

業事務所や不動産会社の場合は、法律用語や業界知識

が問われますので、業種専門のオペレーターが対応す

るサービスがあります。また、業務時間外の夜間や休

日でも対応可能な会社もあります。 ほかにも、通販

の商品説明や受注代行、クレーム対応までを行うサー

ビスもあるようです。 

 利用する際の費用は、月の電話件数やオペレーター

の人数によって異なりますので注意が必要です。利用

を検討する際は、ニーズに合ったサービス内容やオペ

レーターの質、費用等を比較しながら、探すことが必

要でしょう。 

 

 

「電話代行サービス」を利用する 

企業が増加 
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◆感染者数の増加 

冬に入り、新型コロナウイルス感染症の新規感染者

数は過去最多の水準となっています。連日感染者数が

報道されており、日常生活でもあらためて気を引き締

めたい状況が続いています。 

冬場は、寒さと換気の折合いをつけるのが難しく、

職場でも「換気の悪い密閉空間」になるリスクが高い

ので、今まで以上に感染対策には気をつけたいところ

です。 

 

◆冬場の換気方法 

厚生労働省でも、冬場における「換気の悪い密閉空

間」を改善するための換気の方法について案内が出さ

れています。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15102.html 

推奨される方法として、換気機能を持つ冷暖房設備

や機械換気設備が設置されていない、または換気量が

十分でない施設等では、以下の点に留意しながら窓を

開けて換気をするよう示されています。 

◎居室の温度および相対湿度を 18℃以上かつ 40%以上

に維持できる範囲内で、暖房器具を使用しながら、

一方向の窓を常時開けて、連続的に換気を行うこと

（加湿器を併用することも有効） 

◎居室の温度および相対湿度を 18℃以上かつ 40％以

上に維持しようとすると、窓を十分に開けられない

場合は、窓からの換気と併せて、可搬式の空気清浄

機を併用すること 

 室温変化を抑えるポイントとしては、開けている窓

の近くに暖房器具を設置すること等が挙げられていま

す（燃えやすい物から距離を空けるなど、火災の予防

には注意が必要）。 

 

◆改めて職場状況の十分なチェックを 

厚生労働省では、冬場における「密閉空間」を改善

するための換気の方法などについて改訂した「職場に

おける新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するた

めのチェックリスト」も公表しています。 

 

 

 

感染予防のための体制、感染防止のための基本的・

具体的な対策、配慮が必要な労働者への対応、陽性者

や濃厚接触者が出た場合の対応等など、職場における

新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するための対

策の実施状況について確認できるものとなっているた

め、対策が不十分な項目をあらためて確認し、十分に

対応できるようにしておきましょう。 

 

 

 

12 日 

○ 源泉徴収税額（※）・住民税特別徴収税額の納付［郵

便局または銀行］ 

※ただし、６ヶ月ごとの納付の特例を受けている場合には、

令和２年 7～12 月までの徴収分を 1月 20 日までに納付 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場合＞［公共職業安定所］ 

2 月 1 日 

○ 法定調書＜源泉徴収票・報酬等支払調書・同合計表

＞の提出［税務署］ 

○ 給与支払報告書の提出＜１月１日現在のもの＞

［市区町村］ 

○ 固定資産税の償却資産に関する申告［市区町村］ 

○ 個人の道府県民税・市町村民税の納付＜第４期分

＞［郵便局または銀行］ 

○ 労働者死傷病報告の提出＜休業４日未満、10 月～

12 月分＞［労働基準監督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険料納付＜延納第 3 期分＞ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告

書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でな

い場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 固定資産税に係る住宅用地の申告［市区町村］ 

本年最初の給料の支払を受ける日の前日まで 

○ 給与所得者の扶養控除等（異動）申告書の提出［給

与の支払者（所轄税務署）］ 

○ 本年分所得税源泉徴収簿の書換え［給与の支払者］ 

 

 

 

1 月の税務と労務の手続［提出先・納付先］ 

冬場における新型コロナウイルス対策 
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あけましておめでとうございます。 

昨年は新型コロナウイルスに振り回された一年でした。

ワクチン接種もまだ道半ばで、今年もまだまだ厳しい状

況が続きますが、出来ることをして「明けない夜はない」

と思い前向きに頑張ろうと思います。 

今月も最後までお読み下さり、ありがとうございまし

た。本年も何卒よろしくお願い申し上げます。（R.O） 

 

 

 

～編集後記～ 


